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日本農業の動向をめぐる農業経済学界の諸論点

— 自作廣体制解体後の生産主体形成の論理を中心に——

佐 藤 鉄 郎
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1 . は じ め に

戦後日木廣業の生産構造は，しぱしぱ自作農体制と 

称されてきた。その意味するところは，戦後改ホの一 

環として遂行された農地改革によって，いわゆる地主 

制は基本的に解体をとげ，かわって自ら農地を所有す 

る自作農が，わが■ 農業の中心的な担い手になった， 

ということであろう。そしてその自作農は当初，今日 

でいう摩業農家，つまりら農地を所有するだけでな 

く，家計費のすべて，ないしはIE倒的大部分を農業所 

得によって賄う農家として理解されていたように思わ 

れる0 .

ところで，今日では以上のような意味での自作農休 

制は実質的に解体したといえよう。碑かに所有関係に 

関する限りでは，自作農がなぉ支配的であり続けてい 

るとも考えられる。しかし，[農地はその耕作者みず 

からが所有4することを最も適当であると認め」農地改

の r成果J を法的に保障しようとした農地法Iお本が， 

庚態め進行とは相当テンポを遊くしてではあれ， 1970 

年に至って「 作農主義から借地農主義への転換J を意

味する改正を金族なくされたことに端的に示されてい 

るように，農地所有関係も流動的な状熊を迎えている。 

さらに，農家の家計費充足の状況からは，自作農め変 

質が一暦明らかである。すなわち, 今日（I978年現在） 

では全戲家の6 8 .6% は農業所得よりも農外所得への依 

存度を高くする第2 種兼業農家であるし，農業所得に 

よる家計費充足率は全農家平均で3 5 . 0% にすぎないこ 

とになっている。

こうした事態は，基本的には戦後日本資本主義の蓄 

積機構が農業を把握- f る論理そのものに由来するとい 

えるだろう。すなわち，資本の侧からの労働力需要の 

増大に対応して農業部門にも低賞金労働力の提供が求 

められ，資本の侧から提供される農業を産資材を主要 

な物的基礎とする農業生産力水準の上昇は，農業部門 

に必要な労働力を減少させることによって，農業労働 

力の農外流出を内的に基礎づけたのである。また，そ 

の生産力水準の上昇は，賀'金決定との関迪で低農産物 

価格を求める資本の意因ともからんで，いわゆる国際 

分業諭にもとづく日本農業解体化の方向と背中合わせ 

に，高生産性藤業経営の創出•育成の物的基盤を形成 

することにもなった。

これらの結来，一方で農家の大半は農外所得への依 

存度を一層強める形で兼業廣家化し，他方で残存する 

農業経営における生産力水準は，自己の所有する農地 

极摸と矛盾するまでに上昇し，借地関係をみとおさせ 

るに至ったのである。

もちろん，こうした資本の侧の論理は，農業固有の

注（1 ) 泥井功r土地政策と農菜J 家の光協会，1979キ:，1 9 8ページ。

( 2 ) 突際，こうした論調は;9彼的な政策論ダりこおいて根強い（®：近のものとしては，例えぱ経済団体連合会ほ本経済の現 

状と4側的課顯J1979%：) o さらに，近年では労働8^^"のー部からも同趣旨の提言がみられる（政策推進労組会議r昭和53〜 54 
ザ-度政策•制度奴まと提言J )。もっとも，これらの;li張は農業経済学界において放極的な地位を占めているとはいえず，本稿 

ではiHfijからはとりあげていないが，そのめ:在は常に意; しているつもりである。
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日本農業の動向をめぐる農業経済学界の諸論点

制約要因の存在によって，そのままの形で現卖化した 

わけではない。特に，高生産性農業経営の育成につい 

てはそういえる。しかし，基本的にはそうした論理が 

貫かれるなかで自作農体制は涂々に解休に向かい，農 

民層は全体としてさまざまな階層への分裂をみたので 

ある。

こうした状況において,新たに農業を中心的に 

担う主体はどのようなものとしてとらえられるのであ 

ろうか。自作農体制を解体化に向かわせた論理は，そ 

うした新たな農業生産主体の形成を複雑に規定してい 

るものと思われる。それだけに安易な判断は下しえな 

い。しかし，そうした展望は農業基盤整備，農産物価 

格政策，農産物流通構造等‘を考えるうえで，現実的に 

も重要な意味をもつものといえる。

本稿は，以上の意味から，自作農体制解体後の農業 

生摩-主体を何に求め，それをどう性格づけるか，とい 

った点をめぐって扼起されている農業経済学界の諸見 

解を整理し，そこでの諸論点から日本農業の展開方向 

の起点を探ろうとするものである。

2. 「現代借地制農業j 論

まず最初にとりあげるべき見解は，日本廣業の将来 

を借地制農業の展開に求める考え方である。この見解 

は梶弁功氏を中心に，多くの同調者を得ている(力3;〉，こ 

こでは最も鮮明な形で問題提起をされている伊藤喜雄 

氏 の r現代借地制農業の形成j (御茶の水書房, 1979年）

によってその服要を知ることにしよう。

併藤氏の見解を端的にいえぱ，高度な生産力体系を 

i 'iえた上層農，および彼らの職能的な速合体が，近代 

の資本主義的借地制農業とは区別されるr現代借地制 

農業j を形成し，それらが次第にロ本農寨の担い手と 

して成長しつつある，ということである。

併藤氏のこうした見解の背後に豐富な実態調査があ 

ることはいうまでもない。それは本書にも詳しく紹介 

されている。併藤氏が，それらの実態調查をふまえて 

[現代借地制農業」といった仮説的概念を提出される 

理由は，おおよそ以下のようである。館 1 に r士地所 

有の性格恋化j つまり r農地価格の士地価格化，すな

注（3 ) 梶非功r小企業農の存立条船柬京'大学出版会，1973年，r農地法的土地所有の崩壊j 農林統計協会，1977年，および 

前揭 f士地政策と盤業J ,中安定子r農業の生産組織j 家の光会，197が{• :,今村奈丧臣r廣地货貧借の構遺恋化j r農業経済研 
究J 第' 巻第3号，等を参照。

( 4 ) もっとも，それがどのような意味でいえるかについての藤氏の説明は，通貨，屈用問題および良業揺造問題での類似 

性を指摘するにとどまっており, 必ずしも十分とはいえない0 '

— ~ 109 ( P 5 7 )

わち，農地価‘格が，農業生産力に基礎づけられた廣業 

地代からはじき出される水準を大きくこえ，‘.…インフ 

レ . ヘッジとしての土地所有の意味が格段につよまJ 
り a 、わゆる資産的土I地所有の全面化j ( 5 ぺジ)が 

みられたことである。その結果第2 に，そこでの I•地 

代なるものは，廣業を産力の支払い能力を上限としつ 

つも，かならずしもそれに拘束されない，という性格 

をもち始め，•'極端にいえぱ，農業経営を資産‘管理業と 

して位® づけ，士地所有の侧から管理费を支^^う，と 

いうことさえ想定されるに至っているj ( 6 〜7 ページ） 

ことである。第 3 点は，r小農問題の位相の恋化J と 

りわけ r農業生産力の性格変化ニその高度化」が 『し 

ぱしぱいわれるように純剰余でもって下層農家の全所 

得を支仏いうるほどのj GOぺ‘ ジ）生産力格差をうみ 

だしていることである。

これらの諸点から併藤氏はrこの所有権持続要求と 

高度化した生産力の経営規模拡大の要求とが，あすこら 

しい借地体制を5 みだしつつある.‘.…そしてそれを仮 

に现代借地制農業と呼んではどうか」 （10ページ）と提 

起されるのである。

さらに併藤氏はこうしたr現代借地制農業J が r現 

代資本主義世界に共通する農業問題のありかたJ (はし 

がき）であるとし，またその性格を近代借地制農業と 

次のように区別されている。つまり， rここで登場す 

る借地主体は，近代借地制農業のそれよりもはるかに 

高度な資本装備をもった資本制経営として運営されざ 

るをえない。しかし反面かれらに土地を供給する土地 

所有は，近代借地,制農業の想定した大士地所有ではな 

く，中 ，小もしくは零細な資産的士地所有であり，そ 

の免積は多かれ少なかれ'/、ろいろな困難と時間を要す 

るといわなけれぱならない。だから個別的ぎ例として 

はともかくも，現代借地制農業が，近代借地制農業が 

そうであったといわれるように，広机な農業賞労働者 

によって担われる，という展望はもちえないと考えら 

れるJ (11ページ）のである。

こうして伊藤氏はさしあたり，個別上層農による借 

地開係の拡大を展望するのであるが，その進屈に伸っ 

て，いわゆる 1̂1産組織も変容を余俄なくされることに 

なる。すなわち，生産組織は作業請j：<i組織，組織的謝

I
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資耕作の形態から最終的にf個別請魚ま作の連合体と 

い ! )性格をもたざるをえなくなるJ (26ページ）のであ 

る。そして， [ この請負髮^1^者の速合体は，農協を仲 

介もしくは保証人として，小士地所有者連合体と 

向い合うJ (26〜27ページ）ことになるのである。

ところで，こうした個別ないし集団的な借地主体 

階層的性格はどのようにとらえられよう力、◊ 併藤氏に 

よれぱ r現代借地制農業j は r資本制経営j にはかな 

らないのであるから，その階層的性格は，文字通り資 

本家的なものといえよう。すなわち，日本農業の担い 

手は資本と利害を共有する借地農業者ということにな 

るのである。こうした性格規定のために，例えぱ労廣 

同盟といった視点は，伊藤氏の場合全く欠落している 

のである。

なお，補足的にが藤氏と同様の立場の論者による他 

の論点をも付け加えておこう。

梶弁功氏は，借地農業展開についての制約条件を明 

確にし，その撤處の必要性を強調されている。すなわ 

ち，梶弁氏によると借り手（上層農）の純剰余が貸し 

手 （下層農）の農業所得を上回るほどの生産力格差が 

みられる以上，経済合理的には借地関係の進展は不可 

避である。しかし現実に必ずしもその通りに進まない 

のは主に，自作農体制を前提にした廣地法の規制によ 

ると考えられる。したがって借地開係の進展には，実 

態に即した農地法の改正が必要である，ということに 

なるのである。梶弁氏は端的にr農地法の使命は終了 

したといっていい。逆にむしろ現在の農地法を守ると 

いうことは，耕作者として農地を高度に禾用しようと 

する人々の農民としての展を保証しないことになっ 

てきている現卖を直視する必要があるのではなV、力、J 

と述べている。

また，中安定子氏は借地関係展開についての世代交 

替の役割を強調されている。つまり，中安氏によれぱ, 

昭和1 ケタ生まれ以上暦と昭和2 ケク生まれ以下層と 

の間に農業就業構造の大きなアンバランスがみられ，

•■現在昭和1 ケタ生まれ層を中核に大きく支えられて 

いる農業就寒構造が，今後の世代交替（それはすでに始 

まっている）と共に大きくかわるという見とおしは持

( 7 )
づておかなくてはならないJ のである。

確かに併藤氏らの見解は，今日の農業の樊態によっ 

て裏づけられうるものといえる。圧倒的な兼業化の進 

展によって，家計にとっての農業経営の意味を喪失さ 

せつつある r士地もち労働者J 階層が析出されている 

こと，狂乱ともいえる地価高騰の波が農地価格をもの 

みこんでいること，稲にふれることなく稲作を営みう 

るといわれるはどの大型機械化体系が導入されうるよ 

うになっていること，これらの事奏から経済合理的な 

結論を導くとすれぱ，やはり借地関係の進展というこ 

とになろう。

しかし，伊藤氏らの見解に疑問がないわけではない0 

例えぱ，饼j i 氏 が T現代借地制農業_ ]を 1■資本制経営J 

としながらr農業賃労働者によって担われるJ ことが 

ないとすることは概念的に矛盾しているし，それを問 

わないにしても，はたして被らが全面的に資本家的利 

寄をもつものといえる力、，そこに固者の制約条件があ 

りはしないか，またそれと関連して，「士地もち労働者J 

階層を経済合理的に農業生産の場から追いやることが 

適切といえる力、，あるいは農地法の改正，世代の交替 

によって，それらが現寒的に加速化されて進行すると 

いいきれるのか，さらに農業生産力展開は借地関係進 

展の基礎として，、、わぱポジチィヴにのみ理解してよ 

いのか，參がそれぞれ疑問に思われるのである。

総じて，経済合理的に-^貫した伊藤氏らの鬼解は， 

そうであるがゆえに生じてくる限界性をもあわせもつ 

ように思われるのである。 ’

3 .  r地域営農集団」の形成

併藤氏らが，論理的には明快に，借地制農業の展開 

に日本農業の将来をみてい:るのに対して，庚態はむし 

ろ混池としており，個別上層農や彼らの職能的速合体 

のみならず，ョリ雑多な農村諾階層を包括した柴回， 

すなわち•■地域営農集0 J の形成を耍請している，とす 

るのが，弁上完ニ編 f现代稲作と地域倏業J (農林絲計 

協会，1979年）の見解である。

もっとも，弁上氏らの見解も，それが日本農業の実

注（5 ) ちなみに，中安定子氏の場合は生ま組織そのものの成立を，業就業構造の変化と農業生産力の展卿こよる家族協業の変 

イ匕，したがってまた労働組織の変化から襟いていろ（中安定子，前揭Ifi，ぼ章を参照)。
( 6 ) お餅功，前揭 r農地法的土地所有の崩劇117ページ。

( 7 ) …安ホ子，前招to, 247ページ。
( 8 ) 同漆の見解としては，さしあたり，沢辺忠外雄，木下幸編 r地域複合奥業の構造と展開J 廣林統i ト协会，1979年，お 

丄ぴ火ぜ三編r地域農政のあり力を問うJ 時潮社，1979年，,をあげうる。

— 110(982) - ~~
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態に即しているという点では伊藤氏らの場合と变わら 

ない。井上氏らの見解も，主として地域在住の農業試 

験場の研!^者による綿密な実熊調查にもとづいている 

し，その中で借地関係が進展している事実を重視して 

もいる。しかし，商者の結输は相当異なる。そうした 

違いをもたらす理由は，基本的には農業生産力展開の 

評価の違い，およびそれとも関速した農業生産組織観 

の違いに求められるもののように思われる。それらの 

違k、を意識しながら兆上氏らの見解を敷衍してみよう。

并上氏によれぱ，高度経濟成長過程およびその後に 

おける農民経営の変貌過程で展開されている請負耕作, 

生ま組截学の実態からして，！■生まの担い手と变革の 

主体は上暦農にのみ求めることができないことはあき 

らかである。 個別経営の充実. 発展が，とくに労 

働力主体の面で大きく制約されている現在，それを補 

完する集0 的活動0 労働）と高度機械，施設の集団 

的利用とによって媒介されねばならないのが現実であ 

ろう。•‘•••，構造的不況と農業危機の深化は,地域にお 

けるさまざまな運動と営農衆-団活動を生みだしてきて 

いるが，その民主主義的形態が，農村住民各層（摩業 

II民 . 兼業農民. 土地もち労働者. 労働者，職員勤務者，農 

村諸組織）の民主的巢団的合意にもとづく民主的集団 

的士地管理組織の形成へと発展することが，現在，要 

求されているJ (23ページ）ということである。

弁上氏のこうした見解は，農業生産力展開がうみだ 

す矛盾の側面を克服しようとする農業技術的見地から 

も裏づけられてい;?)。すなわち，同書の編集委員でも 

ある永田恵一郎氏によれぱ，1970年以後の第1 次稲作 

生調整以降顕著となっている稀作栽培技術体系の構 

造的なひずみニ空洞化現象が今日ますます墙幅されて 

いるのであり，その克服のためにはrこれからの郁作 

経営は地域農業を発展させる協同的な取り組みのなか 

で，個々の経営発展を考えなければならない客観的必 

然性があるように思われる。そして，その方向の技術 

的中味は，日本型輪作体系であり，農業生産と経営の 

形態としては，たとえぱ個々の経営での複合化の有利 

性を地域的に保障する農民的な地域複合農業ではない 

かと思われるJ. (46ページ）のである。

以上のよシな組織観および技術的見地を軸とし，豊 

富な奨熊調在をふまえて，日業農業の担い手として展 

望されるものこそが， r地域営廣律[31」す な わ ち r士 

地と水と人との新し、、結合様式にまえられた地域的な 

生産活動を機械•施設利用を軸としながら営み，かつ 

その生ま活動を集団的組做体偶成員の相！:の合意に基

づく単一の意志主をで運営，管理する経営体j (622ぺ 

ージ）にはかならない。そしてその r地域営農银団は 

稲作生産力の持続的発展と農業の多面的展開を支える 

にふさわしい諸機能を備えており，その意味では個別 

上向型経営や特定グループだけで構成される営農猪団 

では手のとどかない問題を解決しうる新しい生産力主 

体であるということができ」（623ぺ" ジ）るものであ 

り，「地域農業ん構成するすべての階層の人々がそれ 

ぞれの自主的な判断と選択に基づ1/、て主体的に参加で 

きる"開かれた集団"なのであり，けっして上からつく 

りだされるものではないJ (623〜624ページ) ◊ したがっ 

てそれは r地域農業を破ましようとする外圧に抵抗し 

それに挑戦する資格を備えた変苹主体に転化する可能 

性をもちうるJ (625ページ）ものであり，そこにはr労 

農同盟の現代日本的形態を発見する理論的な緒口j 

(同上）も見出される，ということである。

とすれぱ， r地域営農银団J が全体として資本の侧 

からの支配に対抗する性格をもっものであることは明 

白である。弁上氏らは，まず，伊藤氏によってr資本 

制経営J であるとされていた個別上層農を含めて，純 

粋な労働者，職員まですべての農村住民を資本の論理 

に対抗する共通的な性格をもっものとして把握し,っ 

いで彼らの主体的な結築の可能性に令日における労農 

同盟形成の緒ロをみいだそうとしているのである。

以上のような，弁‘上氏らの r地域営農盤団j 説は， 

豊富な奨態分析にもとづくものであるだけに,問題の 

諸側面を多面的にとりこむものになっている。特に， 

農業生産力展開にっいて，その経済合理的な側面にの 

みならず，そのいわぱネガチィヴな側®にも着目しな 

がらあるべき営農集団を追求している点は適切な方法 

といえよう。

しかし，豊富な庚態分析と展望との間には，やはり 

一定の距離を感じざるをえない。例えぱ，r地域営農 

集団J が全体として資本と対抗する性格をもっとい 

ても，それがどのような実体をもっr意志主体』によ 

って統一されうるのか，また純粋な労働者，職員まで 

を丸抱えにする場合，彼 ら は ほ か な ら ぬ 'に お  

いて具体的にどう位置づけられ，どう機能するのか， 

さらに，实証分析との関速で，次善的な意味でもちだ 

されている先駆的な農はの突践例にっいても，それが 

直ちに一般化されうる性質をもっものといえるのか， 

等がそれぞれ疑問に思われるのである。

結局，弁上氏らの見解は，いい意味でも舉い意味で 

も問題の多M性をうきぽりにするものであるように思

1 1 1 (983^—
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4 . r 自立的農民経営J の確立と地域協同

さて，以上伊藤氏ら，および弁上氏らの見解はi 

それらがいずれも日本農業の実態把握にウェ- トをお 

きながら将来の展望を導いている点では共通している 

といえた。これに対して，むしろ廣業をとりまく資本 

3£義体制の側の論理にウェートをおきながら農業の将 

来を展望しようとする見解もまた存在する。そこで， 

次にそうした見解を河相一成氏の'■危機における日本 

農政の展開J (大月書店， 年)によって検討すろこと 

にしよう。

河相氏の展望は，戦後農政の基本性格を〔農業〕危 

機対応:一" 機発現回避策としてとらえ，それに対す 

る対抗策として自立的な農民的経営権の確立•拡大を 

めざし，同時に農民§治としての地域協同を創りあげ 

るべき，といったものである。

こうした河相氏の展望の背後には，特有の農業危機 

把握とそれにもとづく戦後農政の詳細な梭討がある。 

つまり，河相氏は農業危機を[危機- >安定" ^ 機J の 

諾局面においてとらえることを强調する立場から，軟 

後初期小農の性格を農地改革後の土地所有形態の性格 

規定と関速づけながら梭討し，それをふまえて構造農 

政を第1 段階（基本法農政期) ，第 2 段階（総合農政期)， 

第 3 段階（地域農政期）ごとに綿密に分析されているの 

である。河相氏によれば，それらの構造農政の基底を 

貫く論理は結局のところ，「改黎後士地所有形態を， 

所有，経営（耕作）の分離した土地所有形態に15編す 

ることj ( 245ページ）に求められることになる。そして 

その論理は，一方では土地の私的所有権優位の構造に 

寄生する階層を政治的，社会的安定層としてうみだす 

ものである。つまり，そこでは零細兼業廣民は動げ権 

から分離させられながら，高地代政策という形での所 

有権俊位の溝造によって一定のr利益■ !をうけ，いわ 

ぱ安定層として位置するのであるが，そのことが危機 

の発現回避を可能にしているのである。また，同じ論 

理は，他方で農民経営の自立性を否定し，その資本の 

下への従腐関係を決定的なものにするものである。つ 

まり，危機回避策として土地の取、的所有権をむしろ⑩ 

化するなかで廣民支配をめざす資本の政は，具体的 

に は r相対的自立性をもつ農業労働過程に紹合してい

る技術を農民経営の外側から管理することによってタタ 

働と経営の自立性を失わしめようとする』（2 4̂ページ） 

農業の装置化，システム化としてあらわれるのである。

河相氏は，以上のような資本の侧の論理に対抗させ 

ながら，独自の日本農業の展望をひきだしておられる。 

すなわち，河相氏によれば[資本による危機回避（危 

機の安定局面維持）に対抗しうる第1 段階としては自立 

的農民経営確立による農民的士地所有権の確立が位置 

づけられる J (248ページ）のである。もちろん,この 

課題を果たすためには，いくつもの前提条件が必要で 

ある。河相氏は，まず，生産力構造が[農民の労働過 

-程に適合したものに体系化されること, 具体的には 

r農民による士地利用方式の確立，水田机用化を含む 

輪作体系の導入，地力再生産機構を維持するための畜 

産と耕種の結合，機械化により余剰となる労働力の農 

業生産分野への再配分などを，農法体系として編成し， 

これらを個々の農民経営が経営規模，土地条件‘労働 

力構成などに適合するものとして自立的に導入するこ 

とj (249ページ）が必要であるとし，ついで 5■生産物 

流通において絶えず商品経清一'独占的市場構造の影響 

下にあるかぎり，確立した技術体系は独占的市場原理 

によって容易に崩されるJ (250ページ）とし，真に自 

立的な厳民経営が確立されるためには'■農民が取得す 

べき 〔C +  V 〕水準を収奪する構造の否定および，農 

産物購入者（動労階級）の’〔V 〕を収想する構造の否 

定とを内容としたJ (同上）市場構造の变苹がまた必 

要であるとしている。

さらに河相氏は，以上の農民対抗の第1 段階を前提 

しながら，今日，資本による農業ま配が地域農業支配 

として展開されていることを考處して「地域（農業） 

をめぐる対抗関係の下における農民自治の確立の課雜J 
ペ- ジ) を提起されている。それは，具体的には， 

r農民的経営権確立を志向するための農民相互におけ 

る地域的協同J (同上）および r農民のこのような地域 

協同運動を真に地域（f t業）支配に対抗しうる階得的 

意識変に導くための，労働者階級の指導性—— 労農 

同盟結成の課題j (25?ページ）を内容とするものであ 

る。また，河相氏はこうした地域協同の具体的なとり 

くみにおける農協の役割，特にその協同販売行為に注 

意を促してもおられる。 ’
こうして河相氏によれぱ，，展望される生廣主体とし 

ての riH立的農民経営」は，明確に資本の支配に敵对

注（9 ) とこでの直接の課週を外れるが，河ガ1氏のこ5 した危機概念の整理はiH视-深い論点を提示している（同書第1章を参 

照)。
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日本農業の動向をめぐる農業経済学界の諸論点

することによって自己を確立し， r労働者階級の指導 

性j によって労農同盟結成の軸ともなる存在である。 

そしてその『自立的農民経営_ ]を中心として，資本の 

側から危機発現回避のためのr安定層_!として機能さ 

せられているI■土地もち労働者J をも農業生の場を 

つうじて農民の側にひきよせたとき，真に農民自治的 

な地域協同の形成が可能になる，ということであろう。 

河相氏はその意味でr土地もち労働者j の位置づけこ 

そが r もっとも鋭い对决点J ( 256ページ）になると認 

識されているのである。

河相氏の以上のような見解は，確かに，日本農業の 

展望を)Hに農業め部の動向の延長線上に導くことの危 

険性を示唆して、る点では法目すぺきものといえよう。 

もともと，資本主義の下での農業間題であって，農業 

内部での'み解消可能な問題などは存在しないといえる。 

この点を明確にし，常に資本の侧の農業支配の論理を 

念® におくことは，確かに蜜要であぶち】。

しかし，河相氏の見解については少なくない疑問が 

残る。まず，f自立的農民経営の確立J の強調は，結 

局のところ白作農体制の「復活」.激イ匕につながりう 

るものと思われるが，その場合，借地制農業の一定の 

展開の事庚をどうとらえるのか，また，それとも関連 

して，生産の組織的対応、を余儀なくされるはどに発達 

した農業生産力水準の意義をどう評価するか，といっ 

た点はなお説明不足の感が強いし，さらに地域協同の 

一つの基本的内容として労農(3；)盟を填極的に位膚づ け  

ることは，労働組合の一部からさえ農業過保護論が主 

張され, 逆に労働者階級による農民のT指導性J とい 

った事態も，にわかには納得しがたくなっている現状 

のなかで，どれはど現実性を有するかは疑間である。 

加えて，地城協同の重要な軸として，農協の役割を強 

調する点には，弁上氏ら'の場合と同様の疑問が残る。

結’局，河相氏の場合, 資本り側の徵業支配の論理， 

それへの対抗の論理の強調が，一定の有効性と服界性 

を同時に示すことになっているといえよう。

5 . r地域主義農業 J の考え方

最後に，以上の諸見解とはやや次元を異にしている 

ともいえるが，問題の今日的状況を明確にする意味で 

r地域主義農業J の考え方をとりあげておくことにし 

よう。坂本廣一氏の（■農政の転換と農業再生の条件」 

(拍祐賢•坂本廣一編I*戦後農政の再検討J ミネルヴァ書房》 

!978年）がそうした考え友の代表的なものといえ 

坂本氏の見解を端的にいえば，一般に有機農業，き 

然農法などといわれている生態学的農業を今日の次元 

で r地域主義農業J として再構成し，襄政も従来の中 

央巢権化構造の中でではなく，地域分権化を基本とし 

て •'地域主義農業J 確☆に適した構造に再編すべきと 

い.うことである。

こうした坂本氏の考え方の背後に，いわゆる地域主 

義の考え方があるととはいうまでもない。しかし,こ 

こでは, 地域主義そのものについては, それが[•地敏 

住民が主体となって地域の個性と自由とを最高度に実 

現しようとする思想•運動j (350ページ）と概括され 

るものであること，およびその考え方がI960年代後半 

以降明確になりつつある，一般的な生産力展賄のネガ 

チィヴな側面，すなわち環境や資源をめぐるさまざま 

な社会的症候群の，根底がらの克服を意図するもので 

あること，を確認するにとどめ 

坂本氏は，こうした地域主義の考え方を前提として> 

農業生ま力展開のネガの側面を強調し，日本農業の展 

望も，主としてそれに対処しうる農業,のあり方の追求 

として把握されている。すなわち,坂本氏によれぱ，農 

業生産力展開のポジティヴな側面のあらわれとしての 

農業の工業化（機械化.化学化.装置化)，都市化の進展は， 

反面で，過練化，畜産公害，地力低下，農富産物巧染* 

品質劣化，農業者の健康胆害等のネガティヴな側面を 

もたらしているのであり，農業の展望はこれらの克服 

をこそ可能にするものでなけれぱならないのであるA

注(1 0 ) r若し人あってマルクス的方法の意味に於いて農業問題を研究せんと欲するならば，決して小薛営は廣業に於いて将来

を有するか杏かといふ問題を提起してはいけない。むしろ吾々は農業が資本主義的生座方法の描移の中に免れなかった所のす 

ベての変化を探求しなければならぬ。̂ ( K . 力 ツ キ 一 ， 向振逸郎訳r農業問題j 岩波文庫，1946年，2 7ページ)。

( 11) 坂本氏の見解は，はかにr日本廣業の]If生J 中央公論社，1 9 7 7年，および，r日本農業の転換J ミネルヴァ谱0 , 1980 

年，に示されている。

( 12) 地城主義についてはrjfc洋経済j N o .  4 1 4も 特 染 『地城Zt義の挑戦J が慨括を与えている。他にま野井芳郎しコノ 

ミーと乂コロジーj み す ず書房，1978年，r市場志向からの脱出j ミネルヴァ書房，1979年，r地城主義の思想j 戲山漁村文化 

協会，1979i]i,およひ‘洁成忠巧「地城主義の時代j 恥fT银济新報社，1978年，杉 则 力 r地域主義のすすめj 则モ経済新斬し 
1976年，等を参照。 . ’ ’
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といっても，1■地域主義農業j の展望が直ちに現実 

化するものとはとうていいえない。それが，現まには 

ごく一部の農協による複合的農業経営の推進としての 

み，すなわち f点とレての事例j (352ページ）として 

のみ認められるにすぎない,といった限界性はともか 

く，その理論構成自体にいくつかの疑問が残らざるを. 

えない。

まず，合日の農業生産力水準をいわぱ後炭りさせて，

社会全体を有機農業,自然農法に基礎づけられたもの

に転換してゆくことが，それも現妻の間題として無視

しえない基本的な隙級対立をそのままにして,.はたし

て可^ なことなのであろう力、，ますこ,既存の組織原理と

は異なる組織原理に立脚するものと思われる•■地域主

義農業」の主体が安恩に現状の農協や自治体に求めら

れるのはなぜなのか，さらに，消費者と農業者との連帯，

それによる流通構造，価格体系の変本も， に安全食
(«〉

品志向だけから導きうるものなのか，といった点がな 

お説得的に説明されているとは思われないのである。

要するに，坂本氏の見解は，今日の農業にあらわれ 

ている工業化社会の病理を鋭くえぐりだしながら，そ 

の治療策に，なお詰めるべき点を少なからず残してい 

' るものと思われる。

とうレて提起されるものこそが「地域主義農業j す 

なわち「何よりも地域の生態系を前提とした循環的，

永続的農-業生産システムの構築，ならびにそれに墓づ 

く農業経営と農産物流通，価格体系の再編成を意味す 

るj (351ページ）農參の確立にほかならない。そして 

それは，循環システムを維持するがゆえに•'省資源，

環境保全型の農業であJ (同上）り，安全でかつ良質 

の農ま物を生齒するがゆえに.，それらを求めるr都市 

消費者と農業者との連帯が生じ，そこから農産物の新 

しい流通機構や価格体系が削出されるきっかけともなJ 

<同上）りうるものである。

さらに，そうした I■地域主義殺業J の確立は，農政 

の転換をも耍請することになる。すなわち r地域主義 

農業は私益の迫求と公益の実現とを同等-に含むもので 

あり，その活動を地域住民の意思にゆだねるという地 

域分権の主張を底流としてもつJ (353ページ）もので 

あるだけに，従来の中央傷権的農政とは相容れないも 

のといえるのである。坂本氏は，この視点から現行の 

r地域農政J をきびしく批判されている。

以上のような坂本氏の見解は，農業再編の展望であ 

ると同時に工業化社会全体の批判を意闻するものでも 

ある。すなわち，坂本氏によれぱ，「地域主義農業J 

の確立はT物的生産力の効率的極大化を目指す工業化 

社会j (353ぺ- ジ）か ら r国民の総福祉の極大化を目 

指す高度文化社会J (354ページ）への転換過程におい 

て有効な役割を果たすものにはかならない。その意诛 

では，坂本’氏の息解は，資本家階級と労働者階級との 

階級対立の次元を超越して工業の論理と農業の論理と 

の対立に立脚する壮大な文明批利の一環を担うものと 

いぇる。

確かに，今日，一般的な生産力展開のネガの侧面の 

広れなあらわれは，工業化社会そのものの病根を根源 

から問、、直さなけれぱならない状態を呈しているとい 

える。坂本氏が，自らの論理をつの試論の域を出 

るものではないj (356ページ）としながらも「日本農 

業の？J生を図るためにはこれまでのような狭い経済的 

視点にとどまらず，傻業の特性に即した総合的視点か 

らの"W生条件の吟>朱または生条件の設定が必要では 

ないかJ (356ページ）としていることの意味は，それ 

なりにくみとっておくべきと考えられるのである。

法( 1 3 ) 坂本氏はまたf食j を軸とした協同組合問提携の必要性を強調し，そとではr安全♦良質の食料の生産♦流通方式£0確 

i c j およびr地^ 社会におけるライフシステムの構築J がめざされるべき，とされている，（前掲 r日本；農業の換J S9ん90 

ページ。）
( 1 4 ) との点，長 行 f座 直 迎 31游経済新報社，1979年，のポ唆的な問題提起を参照*

6 . 論点整理

以上，戦後自作農体制解体後の日本農業の展望につ 

いて，いくつかの見解を紹介し，その意義と限界とを 

檢討してきた。ここでは，それらのなかで焦点となっ 

ている問題点をもう一度整理し直しておきたい。

第 1 に，今後の日本農業の生産主体を何に求めるか， 

という点である。

それは，伊ぽ氏らにとっては個別上層農およびその 

速合休による借地制農業であったし弁上氏らにとって 

は, . 農村住民全休から成るr地域営藤集団j であった。 

河相氏はむしろ1■自立的農民経営J の確立を強調し，

坂本氏は-^部の農協などを中心とする■■地域主義農業J 

の確立に展望を見出していた。

これらの見解を総合していえることは，まず，今後 

の農業生産の主体が何らかの組纖に求められるであろ 

うことである。最も自作廣体制の維持に近'/、考えをも

1 1 4(卯め
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つと思われる河相氏の場合でさえも，反面で地域協同 

を提起せざるをえないことになっていた。

ついでいえることは，そうした組織の具体的な在り 

方は，主として， r士地もち労働者J を含む第2 種兼 

業農家の位置づけの違いによって，識者の間で相当異 

なってイメージされていることでぶ

伊藤氏ほ，経済合理的にT士地もち労働者j を農業 

生産の場から除外しようとしていた。しかし，今日， 

第 2 種兼業農家のなかにはむしろ借地主体になりうる 

者が含まれるなど，その農業生産上の役割はなお無視 

しえないし，廣村コミュニティを保つうえでも，彼ら 

が塞の場力、ら切り離すことには間題が多、と 、われ 

ている。したがって，第2 種兼業農家をも何らかの形 

で組織的に農業生途の場にとりこむべきものと考えら 

れも6 しかし，河相氏の政治意識的な変革を前提にし 

たとりこみにも,坂本氏の生態学的農業へのくみこみ 

にも，それぞれ飛躍性を感じざるをえない。結局，弁 

上氏らのような農村住民各層め丸抱え的なとりこみが 

無難ともいえるが, それには，ともかく切り捨てずに 

抱えておくべき，といゥた感がしないでもない。むし 

ろ，第 2 種兼業農家が農業生産力展開のネガの侧面の 

克服，農村コ ニチィの確保，良質な自然環境保全 

などにおいて果たす諸機能を積極的に位置づけうる営 

農組織をめざすぺきではなかろうか。

第 2 に，求められる生産主序め階層的性格について 

である。

伊藤氏の！■現代借地制廣業j は事実上資本家的性格 

をもつものとされ，弁上氏らのr地域営農集団j , 河相 

氏の「自立的農民経営j は，それぞれ資本との対抗的性 

格をもつ点では共通していた。また,坂本ほの場合には 

そうした階級的なネi'立開係をこえた次元を問題にして 

おり，f地域主義農業j が現行の資本主義体制とどうか 

らみ合ってゆ.くのかは，必ずしも明確ではなかった。

この点では，まず伊藤氏とは異なって，求められる 

生産主体が資本家的性格をもつとすることはできない

注(ほ） 今日における兼業農家論についての手際良い紹介としては，ffl代样ーr兼業農家論をめぐる諸問題J r廣林金融J 第 33 
巻第5 号を参照。

( 1 6 ) この点は，『鹿業白#I』でさえも認めるに至っているとこ ろ で ある。すなわち，白書はr他全な地域社会の形成，地域 

の農業生産力の維持向上の観点から， IIif奥家の農村定住を図るとともに，その保有する盤地等の農業的利用を高めていくこ 

とが必要であるJ (昭和54年庇版r図説農業白-劃農林統II你会，1 6 2 -1 6 3ぺ‘ ジ）と述べている。

( 1 7 ) との点，坂本廣氏による農業の機能のg I；広義な解釈（前掲 r日本邊業のJIJ生J ね〜1 0 3ページ）が參考.になろう。

( 1 8 ) こうした点について，その一部に資本家的経営を含むとされる密まを事例として検討した，拙稿 r現段陪における農民 

層分解についての一考察■畜産大視摸経営の性格担定をめぐって- r三01学会雑誌J 7 2 卷第4 号，を参照。

( 1 9 ) この点については，N . ジa —ジ》スク，レ' - ゲンrエネルギと経济学神話j rjK洋経済』 No. 4 0 5 2 力：錢い摘 

をしている0 また, 室ffl武 rエネルギーとエントロピーの経済学j MtmWtMit. 1979年，は間題点をザよi に解説している。

~ — 115C^57^') *—

ように思われる。すでに基本指標としての愿;T1労働力 

の状況からしてそれは明らかであるが，加えて価格条 

件，規模拡大，一層の生ま力展開等に対する制約条件 

の存在は，をうした展望を否定するものであ

とはいえ，求められる生産Eli体が真向うから資本に 

敵対するという意味で純粋性をもつものかといえぱ， 

そりともいえないように思われる。今日，農業にかか 

わる農民が諸階層に分裂していることは#上氏らも認 

識しているとおりであるが，それらが一様の関係で資 

本に対抗するとは考えられない。また労働者瞎級が基 

幹的農民を指導し，それを軸として労農同盟が結成さ 

れうるほど農民諸階層の利害関係が単純であるとはい 

いきれない。彼らの中には，文字通りの貧農層から， 

補助金等，いわゆる国家独占資本主義体制の譲歩的侧 

面を十分に享受しながら企菜的経営を達成し，意識と 

しては現体制の維持を切望する階層までが含まれてい 

るだろう。それらの階層ごとの経済的利書の相違を綿 

密に整理し，その意義を梭时することなく,全体とし 

ての農民の陪層的性格を画一的に規定してしまうこと 

はできないように思われる。

第 3 に，以上の請点とも密接にからんで，今日到達 

されている農業生産力水準をどうとらえるか，という 

点である。

伊藤氏らは生産力展開のポジの侧面を，坂本氏は逆 

にネガの侧面を厳< 描きだし，弁上氏らはその雨而 

を相応に認識していた。そして河相氏は生産力水準の 

矛盾から問題を提起する方法を一種の生産力主義とし 

て退けていた。

ところで，一般k i, ある生産関係内部における生産 

力展開の独自な意義は，生産関係自体にさまざまな程 

度と内容の影響を与えるものとして，当然检时される 

べき課題といえる。そしてその場合,生産力のもつ現実 

に支配的なポジの側面と，同時に杏定しきれないネガ 

の伽面もまた問われなけれぱならないものと思ゎれ%)。 

農業生産力の場合も同様である。小農か資本家的経営
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かといった次元の間題に加えて，その梓内での生ま力 

展開の独自な意義は当然檢討されるべきであるし，ま 

た農菜生産力の展開がもたらすコストダウン，規模拡 

大可能性等のポジの侧面と，地力低下，ま廣公害,農 

産物の質の劣化，悪化さのネガの侧而とは統一的に分 

折されるべきであろう。

こうした確認からすれば，河相氏の認識は基本的に 

疑間であるし，伊藤氏らの見解は事態の一面を楽観的 

に評価‘するものに思える。そして坂本氏の見解は，打 

ち鳴らすに値する嘗鐘でありながら，現実に支配的な 

傾向の影響力をやや過少評価するもののように思われ 

る。全休的には弁上氏らのように，生産力展開のポジ 

の側面によって創出された関係を実態として受けとめ， 

その展開のなかに生産力展開のネガの侧面がいかに作 

fflしているのか，またその克服の方向はいかにとらえ 

られるか，といったことを具体的に検出してゆくべき 

であろう。

第 4 に，求められる生座主体における経営構造の間 

題である。この点ではまず，今日ドラスチックに展開 

さわ̂ている水田利用再編対策（実質的には米の生ま調整） 

によって，稲作事-作的な経営構造の維持がますます困 

難になっていることに注意しておかなければならない。 

その意味では，主して稲作における実態把握を基礎と 

しで論理構成されてい る 藤氏らの息解には不安定要 

因が内包されているといわなけれぱな.らない。

併藤氏らを除く他の見解は，個別的ないしは地域的 

な複合経営を想定している点で共通している。もっと 

も，弁上氏らが農業生産力展開のネガの側面の克服と 

の開速で，河相氏が農民的経営権確立の生産力的中味 

として，坂本氏が生態学的農業に本来的なものとじて 

複合化を導く , といった視点の違いはあったのである 

力’、。しかし，’そのいずれの場合にも一般に，生産力展 

mのポジの伽面と関連して専作化斌向が貫かれるなか 

で,具体的にどう複合経営をつくりだしてゆくかの点 

になると，なお問題は整理しきれていないように思わ 

れる。特に，複合経常達成のために欠くことのできな 

いM提条仲，すなわち，どの作13の経営についてもは

(2 0
ぱ同等な生産力水準が達成されうること，技術的条件 

として少なくとも田畑輪換が可能になること，および 

どのような作自の経営によっても単位労働時間当りの 

所得がはぱ均衡しうるような価格体系が実現されると
(23)
と等の条件がどう溝たされてゆくかの点は不明確であ 

る。それらを明確に示すことなしには，複合経営の確 

立は空念仏におわりかねないだけに一層0 掘り下げが 

期待されるところである。

第 5 に，奇妙ともいえる力*、，以上のすべての息解が 

一鼓して農協の役割を高く評価していることの意味で 

ある。今日, 一般に，農協の商社資本化，金融，保險 

機関化が指摘されるなかで，そうした評価が与えられ 

ることは，どういうことであろう力、。農協がそうした 

高い評価にあえるためには，相当困難なg 己改革を通 

さなけれぱならないように思われる。その道すじを明 

らかにすることなく，安易に農協に期待がよせられる 

こと自体，農業生主体をめぐる論譲がなお熟してい 

ないことを示唆するものとはいえないだろう力、。いず 

れにせよ，農協の位置づけには検討の余地が残されて 

いるといえよう。

7 . む す び

素直にいっ以上の検討からは，むしろ農業問題 

の複雑性，したがってそれを解決することの困難性が 

一層鮮明にぽかぴあがってこざるをえない。しかし， 

そう.した事情は視点をかえれぱ,農業が全体としての 

資本主義の枠ぐみに大きく規定されながら，なお独自 

な立場を堅持している関係を反映するものとも考えら 

れる。全体としての資本主義体制に農業がまきこまれ 

きってしまうのであれぱ，農業問題の複雑性，困難性 

などはそもそも問題になりえなL、かちである。

とすれぱ，自作農体制といった歷史の一段階をこえ 

た今，新たな意味で資本主義的梓ぐみによる農業の規 

制関係を確認すると同時に，農業の独自的な機能の意 

義をも正当に檢时しなければならないものといえよう。

本稿でとりあげた諸見解が，それらの課題について,

注(2の稲作ホ作的な志向性をもつ借地制農業についての生産力的視点からの批判は，坂本谈一，前掲 r月本激業の換J (40 
ページ）にみられる。

( 2 1 ) 農林行政を考える会編r地域農業編の技術的展望J 廣林統評協会，1979年，は作と大京作についてその機械化段階 

の相途による複合化の困» .性を指摘している（302〜305ページ)。

( 2 2 )问上|!̂ 59〜61ぺージ，209ページを参照

( 2 3 ) 傅'盤政治r農虚物細格政策J 家の光め会，197が!• :,はこれらのめ容について，理論的掘り下げを試みている。

( 2 4 ) 例えぱ， 池ぬ烫 r新しい農協論J 家の光会，1972ザ- , を参照。
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いずれも横極的にとりくむものであることはいうまでう次第である。

もない。一層生産的な形で論議が展開されることを願 （ま應義越大学大学院経済学研究科博士課殺）
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